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自己紹介(専門分野）

l公共経済学（経済学的に、公共(政府）の役割

を検討する。経済学とは、限られた資源をい
かに有効に配分するかを問う学問）

l財政学（公共部門が、実際に限られた資源・
予算を、いかに有効に配分するのかを問う学
問）

l経済学の手法：複雑な経済をシンプル化し、
重要なポイントを分析：実証（ある姿）と理論（
ある姿（市場・政府の失敗）と、あるべき姿）
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自己紹介(これまでの研究）

l 地方財政制度：国と地方の政府間財政制度の研究
（「地方交付税の経済学」）

l 行政組織のガバナンス―官民分担と統治システム
を考える―：政府組織が社会の要請にこたえるため

にどのような官民分担・ガバナンスの仕組みが望ま
しいのかを問う。（「行政組織とガバナンスの経済学
」有斐閣2006）＜＝エコノミスト賞受賞

l インフラのガバナンス：公共インフラを効率的効果的
に整備運営するためのガバナンス制度のあり方（「
交通インフラとガバナンスの経済学」有斐閣2010 ）
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行政組織とガバナンスの経済学
―官民分担と統治システムを考える―

4



「交通インフラとガバナンスの経済学」
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注目されるインフラ運営

（「２１世紀型の社会資本整備に向けて」（平成25年5月7日 経済財政諮問会議民間議員提言））

官と民、国と地方の役割分担を再定義し、民需誘発効果等を踏まえ
「選択と集中」を実行

国は、国際競争力を強化するインフラ（ハブ空港・港湾等）などを選択し集中投資
地域の特色を生かした社会資本を、地域自らのイニシアティブで整備

民間資金・ノウハウの積極的導入、コスト構造の改善による、社会資
本整備・維持管理と財政健全化の両立

今後１０年間（平成２５～３４年）で１２兆円規模のＰＰＰ／ＰＦＩ事業を
重点的に推進

コンセッション方式を活用したＰＦＩ事業（空港、上下水道事業への積極的導入）
収益施設の併設など事業収入で費用を回収するＰＦＩ事業（高速道路等の維持更新）
公的不動産の有効活用など民間の提案を生かしたＰＰＰ事業

（「ＰＰＰ／ＰＦＩの抜本改革に向けたアクションプラン」（平成25年6月6日内閣府ＰＦＩ推進会議決定））

国管理空港の経営改革（民活空港運営法の成立（Ｈ２５．６））
関西国際空港・大阪国際空港、仙台空港等



大阪府の人口減少：全体

大阪府「大阪府人口減少社会白書のポイントと策定経過」
http://www.pref.osaka.jp/kikaku/jinko_tenken/point-keika.html

http://www.pref.osaka.jp/kikaku/jinko_tenken/point-keika.html
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インフラ･ガバナンスにかかわるキーワード

• 人口減少下での成長に向けた戦略的投資

• 人口減少による規模の経済性の低下

• 社会保障費拡大による負担能力の低下

・寿命到来による維持補修費の拡大

=>限られた予算をいかに効率的・効果的に
活用するのか？そのために、どのような情

報・研究・組織対応が必要か？
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解く鍵は？

適切なインフラ･ガバナンスの実現にむけて

=>（研究・実態把握 ）インフラ・ガバナンスの
基礎理論と実態把握

=>(組織対応）インフラ・ガバナンスを行える行
政組織と、柔軟な運営（官民連携の導入）



インフラ・ガバナンスの基礎理論

l インフラの戦略的投資・運営において、インフ
ラの外部性を内部化できる規模、運営ノウハ
ウ、契約ノウハウ（インセンティブを考慮した
契約理論の公共政策への応用）の研究とイン
フラ運営の実態の情報把握が不可欠：

10



インフラ・ガバナンスの実態把握

l全国（都道府県別、市町村別）維持補修費の
実態把握は皆無

l国交省の将来試算(平成21年度試算）
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インフラ・ガバナンスを行える行政組織と
、柔軟な運営（官民連携の導入）にむけて
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行政組織
の広域化

広域的視点
でのインフラ

の選別

民間ノウハ
ウ・官民連携

の活用

• インフラの及ぼす便益が及び地域に応
じた規模：外部性の内部化戦略

• 人口減少による、（インフラの特徴であ
る）規模の経済性の悪化を食い止める
戦略

• 社会保障費拡大による負担能力の低
下に対応できるコスト削減戦略

• 寿命到来による維持補修費の拡大を
食い止める戦略
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インフラ・ガバナンスのあり方のポイント

l １：適切なインフラ規模を統治・監督できる広域組織
によるガバナンス

l ２：適切なインフラ運営ノウハウを持つ組織によるガ
バナンス

l ３：適切なインフラ提供に向けた契約ノウハウを持つ
組織によるガバナンス（契約による（インフラ提供に
ついての）責任分担の明確化と提供組織へのイン
センティブ付与）

l ４：インフラの実態・将来情報の把握と、公開と監視
によるガバナンス(意識改革・インフラ選別・PDCA）


